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論　文

石油のノーブルユースが原油生産と炭素排出に 
及ぼす影響に関する理論分析

有　井　哲　夫

アブストラクト：気候変動問題に起因する化石燃料削減の世界的な潮流に対して，産油国は石油製品の
多様化─ノーブルユースと呼ばれる新用途開発─によって，原油生産を継続し経済成長を維持しよう
としている。この産油国の資源戦略が，原油生産と炭素排出にどのような影響を及ぼすかは重要かつ興
味深い研究課題である。本論文ではこの課題を理論的に分析し，独占的石油生産者による最適石油生産
経路を，単一用途（燃料利用）のみの場合と複数用途の場合（燃料及び化学製品利用）について導出し
比較した。その結果，化学製品の生産は燃料需要が存在する期間，最適石油生産量を増加させるという
理論的結果を得た。また，燃料と化学製品の資源枯渇までの生産期間に関して，燃料および化学製品の
価格から生産費用を差し引いたマージンが重要なパラメーターであることを確認した。

１．はじめに

温室効果ガス（GHG）排出削減は，世界各国

が直面する最も重要な課題の一つである。石油

は温室効果ガスの主な発生源の一つであり，原

油市場は不完全競争状態にあり，供給者は生産

量を調整することでGHG排出量に影響を与え

る１。しかし，GHG排出量削減のための政策手

段は，カーボンプライシングや再生可能エネル

ギーへの補助金など，主として需要サイドに焦

点が当てられており，供給側メカニズムは実際

の政策設計においてほとんど考慮されていない。

既往研究には，GHG排出削減を供給側から

論じる文献も一部ある。Sinn（2008, 2012）は，

炭素税の増税は非再生可能資源の生産を増加さ

1 石油市場のメカニズムに関する実証分析につい
ては，有井（2022）を参照。

せるというGreen Paradoxを論じている。以下

に示すように，いくつかの論文では，様々な条

件下で動的生産モデルを用いてGreen Paradox

の存在を検証した。ただし，これらの論文はい

ずれも単独の資源の市場だけに焦点を当てたも

のである。

現実には，原油は主として燃料製品に利用さ

れるが，一部は化学製品にも利用される。現在，

多くの産油国が原油の高付加価値化，産業構造

の多様化のためにノーブルユースすなわち化学

製品生産への投資を拡大している。また，

GHG削減の観点から，燃料生産から化学製品

生産に投資をシフトしている。このような政策

の方向性は，二酸化炭素排出量削減を促進する

ことになるのだろうか，あるいはその排出を促

進することになるのだろうか？この点に関し

て，燃料市場と化学製品市場の両方を並行して
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分析した既往研究はほとんどない２。

本論文では燃料生産に加えて，こうした化学

製品生産を燃料生産と並行させた動的最適生産

モデルを分析した。その結果，化学製品生産は

原油の初期生産量を増加させ，枯渇までの時間

を短縮し，その結果，炭素排出量を増加させる

可能性があることを示した。

前述のように，Green Paradoxに関する文献で

は，気候変動政策が化石資源市場の供給サイド

に与える影響を分析している。Gerlagh（2011）は，

「弱いGreen Paradox」と「強いGreen Paradox」と

いう概念を導入した。前者は短期的な炭素排出

量の増加を表し，後者は累積的な排出量の増加

を意味する。Gronwald et.al.（2017）は，クリー

ンエネルギー補助金が弱いGreen Paradoxにつな

がることを検証している。Andrade and Daubanes 

（2016）は，backstop priceにより炭素税が短期・

長期の生産に影響を与えることを示した。石油

（製品）には完全代替品３が存在し，石油（製品）

価格がそれら代替品の価格を超えると需要がゼ

ロとなる。この需要がゼロとなる価格を backstop

価格と称している。Van der Meijden et.al.（2018）

は，それぞれの気候政策が異なる２地域の設定

において，Green Paradoxを防ぐための条件を

導いた。Van der Meijden and Withagen（2019）は，

不完全代替において，炭素税と再エネへの補助

金による初期生産量の増加を防ぐための条件を

示した。Van der Meijden and Withagen（2020）は，

backstop priceを利用した枠組みで，気候政策が

異なる２地域に直面する独占企業の行動を明ら

２ 同分野の文献サーベイについては有井（2019）
を参照。

３ 具体的には再生可能エネルギーやバイオプラス
チック等がある。

かにした。

これらの文献は，炭素税が初期排出量や累積

排出量を増加させるか減少させるかを論じてい

るが，いずれも単独製品の市場を対象としてお

り，原油からの化学製品生産は考慮されていな

い。燃料市場における価格は原油市場にリンク

しており，有井（2022）の実証研究により，原

油市場が独占者とプライステイカーからなる競

争的プレイヤーによって構成されるとみなされ

る４。また，化学製品市場は基礎化学品から機

能性化学品まで多段階あるが，産油国が目標と

しているのは付加価値の高い機能性化学品であ

り，機能性化学品市場は市場集中度が高い。

そこで，本論文では，燃料生産と並行して化

学製品生産を行う最初のアプローチとして，両

市場とも独占市場を分析する。本論文では，独

占企業の原油枯渇までの生産経路を分析するた

めに，backstop priceの枠組みを採用した。その

結果，以下の分析結果を得た。

原油の初期資源量の燃料および化学製品生産

の期間への影響を確認し，特に，化学製品の市

場条件が原油資源の長期的な生産経路に影響が

あることを示した。また，枯渇までの期間は化

学製品と燃料のマージン５比率で決定されるこ

とを示した。

４ Green Paradox 研究では，独占とともに寡占モデ
ルの研究もあるが，主要な結果であるSinnのコン
ジェクチャーが成立する条件は，市場構造の違い
によらない。寡占─複占モデルの文献としては，
Van der Meijden G，Withagen C，Benchekroun
（2022），Benchekroun H，Van der Meijden G，

Withagen C（2020）がある。
５ マージンとは価格から単位費用を差し引いたも

のを指す。資源経済学においてレントと呼ばれ
るものと同義である。
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特に一定の条件のもとでは，化学製品単独

ケースの方が燃料単独ケースよりも原油資源が

早く枯渇すること，燃料生産期間に関しては２

用途製造ケースの方が燃料単独ケースよりも短

いことを示した。また，燃料・化学製品２用途

利用ケースは，燃料単独ケースに比較して各時

点生産量が大きくなることを示した。さらに，

燃料排ガスの炭素固定費用，および，化学製品

に関する炭素循環の費用が，各マージンの減少

を通じて，backstop priceへの到達時間を短縮す

る可能性があることを示した。これらの結果か

ら，炭素税によるGreen Paradoxの可能性が示

唆され既往論文と整合的な結果となった。

以下，本論文は次のように構成されている。

第２節ではモデルを示す。第３節では，モデル

の分析から化学製品利用が原油生産に及ぼす影

響を明らかにする。第４節では，第３節の結果

を利用して，石油の化学製品利用が炭素排出削

減に及ぼす影響を論じる。第５節で本論文をま

とめる。

２．モデル

本モデルでは，独占企業は原油を採掘し，燃

料または化学製品に変換して販売する。それぞ

れの市場において完全代替品の存在，したがっ

てbackstop priceの存在を仮定する。独占企業は

それぞれの製品価格がbackstop priceに達するま

で，その生産経路に沿って利潤を最大化する。 

以上から，原油生産者の問題は次のように記述

される。

 
（1）

subject to

 （2）

 （3）

 （4）

ここで， ， ， は，それぞれ，価

格，単位費用，生産量を表し， は資源賦存量

を表す。添字（fuel）は石油の燃料利用を表し，

（chemical）は化学製品利用を表す。原油から

の燃料製造プロセスと化学製品製造プロセスは

通常異なる技術を利用しており，したがって，

その費用も異なる。

独占者が直面する石油製品価格（逆需要関数）

は，既存研究にならい，線形の逆需要関数を仮

定する。

 （5）

ここで， ， は，それぞれ燃料および化学製

品のbackstop Priceを表す。化学製品のbackstop 

priceは燃料のそれよりも高いと仮定する。

 （6）

　これは実際の市場において，化学製品は機能

的な付加価値が高く，燃料に比べて高価格で取

引されているという定型化された事実に基づ

く。以上の前提において次を仮定する。

仮定１

 （7）

上記仮定は，実際の市場では化学製品は燃料

に比較して収益性が高く，マージンもより大き

いという定型化された事実に基づく。
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この問題のHamiltonianを次のように定義する。

 

（8）

ここで､ は資源の shadow priceを表す。

最適解の必要十分条件は次の式で表される。

 
（9）

 
（10）

 （11）

 （12）

これより次の命題を得る。

命題１

初期資源賦存量 に依存して，原油資源枯渇

時点 が存在する。また， が存

在して， ならば，化学製品利用のみが

行われ，他方， ならば，時点  

が存在して， では，燃料利用と化学

利用の両方が行われ， では化学製品

のみ生産される。 は次式で与えられる。

 （13）

証明

shadow price の初期値を とする。（11）式

より，

 （14）

， を燃料，化学製品のbackstop priceへの

到達時点とすると， ， は（９）式，（10）式か

ら次式で与えられる。

 （15）

 （16）

ただし，初期shadow price は次式で表される。

 （17）

上記関係を（14）式に代入すると，各時点の

shadow priceは次式で表せる。

 
（18）

 
（19）

仮定１より，

 （20）

（10）式の関係から，

 （21）

したがって， 時点の右辺 shadow priceが上記

関係を満たす範囲で，燃料は生産されず化学製

品のみ生産される。そこで， を次の式で定義

すると，

 （22）

の範囲では化学製品のみ生産され，

の範囲では燃料と化学製品の両方が生産

される。

次に 時点の資源賦存量 を導出する。 

 ， とおくと，
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（23）

初期時点の shadow priceは次式で与えられる。

 
（24）

上記より，次式の関係を得る。

 （25）

（25）式に代入し，次式を得る。

 

（26）
QED

命題２

のとき，原油は次式で示される の

時点で枯渇する。

 （27）

証明

命題１の証明における，（25）式による。

QED

３．化学利用が原油生産に及ぼす影響

本節では，化学製品利用が新用途として開発

されることが石油生産にどのような影響を及ぼ

すかを明らかにする。具体的には，燃料利用の

み（すなわち化学製品利用が新用途として開発

されていない状態）と，燃料および化学製品の

２種類の利用が存在する場合の最適石油生産経

路を比較する。

以下，初期資源量の大小により２ケースに分

けて考察を行う。すなわち，初期資源量が よ

り小さいケースと大きいケースである。

（1）初期資源量が より小さいケース

 （28）

この場合，燃料または化学製品のどちらかの

単一用途のために原油は生産される。単一製品

生産モデルの最適生産経路が満たす必要十分条

件は，命題１の証明に示した通り，次式で表せる。

 

（29）

関数 を次で定義する：

 
（30）

は次を満たす。

 （31）

ただし第３式は以下のように導出される。

 

（32）

以上より次の結果が得られる。
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命題３

の時，次の条件式が成立するならば，

化学製品利用（新用途）のある場合の方が化学

製品，燃料のみが利用されるケースよりも早く

石油資源が枯渇する。また，逆の不等号が成立

するときは燃料利用のみの場合においてより早

く石油資源は枯渇する。

 （33）

証明

の時，初期資源は単一製品で利用し

尽される。

 
（34）

（34）式の関係より次の関係式を得る。

 （35）

QED

（2）初期資源量が より大きいケース

 （36）

２種類の用途の場合の石油の賦存量を

とすると，化学製品利用がある場合には

の範囲では燃料利用と化学製品利用の

２種類の用途に原油が利用される。その生産量

の合計を と表す。これまでの議論により，

は次のように表される。

 

（37）

燃料だけの生産の場合，石油賦存量 ，

その各時点生産量を と表す。 は次の

ように表される。

 （38）

命題４

のとき， すなわち，燃料単独

利用の場合の石油枯渇時点は，燃料・化学用途

の場合の燃料利用終了後となる。

証明

における化学製品利用と燃料利用によ

る石油生産量は次式で与えられ，

 

（39）

における燃料利用による石油生産量は

次式で与えられる。

 （40）

を仮定すると， となり，

（39），（40）式より

 
（41）

における２用途利用の石油残存量は

であり，一方，燃料利用のみの

場合は， である。以上を合わせると，

 
（42）

となり矛盾を生じる。したがって， でな

ければならない。 QED
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命題５

のとき，（33）の不等式が成立するとす

る。このとき， 。

すなわち，燃料・化学２用途のケースの各時点

生産量は，燃料単独利用のケースの各時点生産

量よりも増加する。

証明

両ケースの各時点生産量の差をとって整理

し，（33）を代入すると下記（46）式が得られる。

 
（43）

 （44）

 

（45）

　  （46）

さらに命題４を利用して， を

考慮すると，

 

（47）

（33）式の関係から，次式の不等号を得る。

 （48）

QED

４．燃料および化学製品の炭素排出削減

原油生産および消費に伴い，石油起源の炭素

が主として二酸化炭素の形で温室効果ガス

（GHG）として大気に排出されることから，そ

の排出削減が気候変動政策として重要な課題と

なっている。本節では，燃料・化学製品の２用

途を考慮したモデル検討結果における，排出抑

制に関する考察を行う。

（1）化学製品製造による炭素排出増加

命題５の結果に示したとおり，化学製品を製

造し燃料との２用途の生産を行うと，一定の条

件のもとで，石油が増産され炭素排出量が増加

することが示された。したがって，産油国で石

油の付加価値向上のために，化学製品を生産す

る場合，炭素排出抑制の追加的施策を行うこと

が炭素排出削減には必要になる。

（2）炭素税の影響

燃料，化学製品両製品のbackstop時点での

shadow priceは命題１の証明における（15），（16）

式でそれぞれ表される。これらの式から，炭素

税導入によるマージン低下が示唆され，その結

果，Hotellingルールにより各製品のbackstop 

priceへの到達時間が短縮される。この結果は

既往のGreen paradoxの議論と整合的である。

本論文における２製品モデルにおいては，命

題１の初期資源量の多いケース（ ）に

おいて，燃料・化学製品の両方生産する期間の

終了時点 は（27）式で示された。 は化学製

品・燃料のマージンの比率で決定される。した

がって，炭素税が従量税として賦課される場合

は両製品の生産に中立的だが，従価税として
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賦課される場合は中立的ではないことが示唆さ

れる。

（3）炭素固定および炭素循環

石油燃料の炭素排出削減に関しては，二酸化

炭素を地中貯留するCCS（炭素固定：Carbon 

Capture and Storage/Sequestration）が対策とし

て検討されている。他方，化学製品の排出削減

に関しては，プラスチックリサイクル等の炭素

循環６が検討されている。

本モデルでは，（15），（16）より，両政策と

も燃料・化学製品の費用を通して，それぞれの

製品マージンが減少する。このことは，炭素税

同様，Hotellingルールにより各製品のbackstop 

priceへの到達時間が短縮することを示唆する。

したがって，政策的には排出削減効果と費用削

減のコントロールが重要となる。また，両政策

の相対的費用は，（27）式により化学製品単独

での生産期間への影響を与える。

５．まとめ

本論文では，GHGの主要排出源である原油

から，燃料だけでなくノーブルユース（新用途）

として化学製品を生産する場合の，独占的生産

者の生産経路について動的最適モデルを用いて

理論的分析を実施した。前提として，実市場で

の定型的事実として，化学製品のマージンが燃

料のマージンよりも大きいことを仮定した。

命題１において，原油の初期資源量の大きさ

により，燃料生産および化学製品生産の２用途

を生産する期間と化学製品単独で生産する期間

が存在することを示した。また，２用途の生産

６ マテリアルリサイクルとヒートリサイクルがある。

期間が存在するための分岐資源量を燃料，化学

製品の需要曲線のパラメーターで明示的に示し

た。近年，多くの産油国で付加価値向上のため

化学製品の製造を拡張しているが，この結果は

化学製品の市場条件が原油資源の長期的な生産

経路に影響があることを示唆している。

命題２において，初期資源量が上記の分岐資

源量であるとき，原油は化学製品単独で消費さ

れるが，このときの枯渇に到達する期間を市場

条件により明示的に示した。この結果，枯渇ま

での期間は，化学製品と燃料のマージンの比率

で決定され，化学製品の相対的なマージンが大

きいと生産期間が長くなることを示した。

命題３では，初期資源量が分岐資源量と同じ

である場合，マージンを需要曲線の傾きで割っ

た値７に関して，化学製品のそれが燃料のそれ

よりも大きい場合，化学製品単独ケースの方が，

燃料単独ケースよりも原油資源が早く枯渇する

ことを示した。このことは，化学製品が高収益

で付加価値が高い場合，燃料生産から化学製品

に生産をシフトすると，原油の枯渇が早くなり

炭素排出が早まることを示唆している。

命題４では，初期資源量が分岐資源量よりも

大きく２用途生産期間があるケースの燃料用途

の終了時期は，燃料単独ケースよりも早まるこ

とを示した。このことは化学製品製造により，

燃料の使用が早く終了することを示しており，

炭素排出削減政策，特にCCSの推進を早める

必要があることを示唆している。

命題５では，燃料・化学製品２用途利用のケー

スは，燃料単独ケースに比較して，各時点生産

量が大きくなることを示した。したがって，化

７ マージンがゼロの場合の最大需要量に相当する。
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学製品製造は各時点の炭素排出量を増加させる

可能性があり，炭素循環等の炭素排出削減政策

の推進を平行して進める重要性を示唆している。

また，解析結果から炭素税によるGreen Paradox

の可能性が示唆され，既往論文と整合的な結果

を得た。さらに，燃料の排ガスの炭素固定，プ

ラスチックに関する炭素循環の費用が，各マー

ジンの減少を通じてbackstop priceへの到達時間

を短縮する可能性があることを示唆している。

本研究はモデル単純化のためにいくつかの仮

定を置いた。燃料や化学製品の市場は独占生産

者，線形需要曲線を仮定している。また，費用

の時間変化，数量による変化等については考慮

していない。モデルの精緻化のためにはこうし

た点の詳細検討が重要となる。

本論文の分析を通して，産油国の脱炭素に伴

うノーブルユース政策，すなわち，化学製品製

造による石油の付加価値向上政策は，炭素排出

を増加させる可能性を示した。また，炭素排出

の削減に関して，燃料のマージンに加えて化学

製品のマージンが影響することが示された。し

たがって，今後の炭素排出削減政策として，炭

素循環政策の重要性が示唆される。今後，カー

ボンプライシング政策の導入のためには，燃料

市場だけでなく，化学製品の市場条件を考慮し

た統合的な研究がより重要となると考えられる。
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